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民間企業との共創の取組

SDGsにおける「１７の目標」

横浜市旭区総務部区政推進課 ⼤規模団地再⽣担当



民間企業との共創の取組

主な流れ

１ 旭区が⽬指すSDGｓ未来都市

２ 旭区の⼤規模団地再⽣

３ SDGｓ若葉台フロントとは

４ 買取再販事業を活⽤した⼦育て世帯の流⼊促進



１ 旭区が目指すSDGｓ未来都市

横浜市は、2018年に国から「SDGs未来都市」として選定されました。
旭区は、その郊外部のモデルを⽬指しています。

旭区SDGｓ特設サイト︓Partnershipで創る未来 〜SDGｓ未来都市横浜 旭区の挑戦〜
https://www.city.yokohama.lg.jp/asahi/shokai/SDGs/asahi-x-sdgs.html

パートナーシップを推進

⾏政
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SDGｓの視点を取り入れた未来志向のまちづくり

地域課題に対して住⺠が⾃主的に
⾏っている地域活動も、SDGｓに
繋がっています。

住⺠だけで解決できない課題に
企業や団体などの参画を促し、
パートナーシップで対応することを
⽬指しています。

具体的には、
・オープンデータの活⽤⽀援
・地域活動に対する補助⾦
・企業による実証実験の誘致
・取組のPR など

← 旭区誕⽣50周年記念タブロイド紙
https://www.city.yokohama.lg.jp/asahi/shokai/SD
Gs/asahi-x-sdgs.html#C1610
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旭区には、４つの⼤規模団地（若葉台団地、左近⼭団地、ひかり
が丘団地、⻄ひかりが丘団地）があり、いずれも最寄り駅まで15分以
上かかる交通移動が不便な地域に位置しています。

２ 旭区の大規模団地
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若葉台団地
分譲・賃貸等（6,302戸）
昭和54年入居開始（県公社）

左近山団地
分譲・賃貸（4,797戸）
昭和43年入居開始（UR）

西ひかりが丘団地
賃貸（961戸）
昭和45年入居開始（UR）

ひかりが丘団地
賃貸（2,325戸）
昭和43年入居開始（市）



課題：人口減少 超高齢化

■全国 ■横浜市

■若葉台団地
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年齢５歳階級別人口の推移
（2005→2015年）

全国、横浜市と⽐べ、
65歳以上の層の⽐率が⾼く、⼈⼝減少が進んでいます。
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大規模団地再生事業（2017～2022年度）

①
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
継
続

②
団
地
の
拠
点
性
の
維
持

ソフト再⽣ビジョンの策定・共有・具体化
●現在の住⺠⽣活の維持
●⼦育て世代や多くの⽅々に選ばれ続ける「ふるさと」づくり
・⼦どもをテーマとした未来志向の取組の実践
・交通アクセスや利便性など、まちの価値の向上
・SDGｓの視点を導⼊し様々なパートナーシップで複合課題にチャレンジ
●活動の組織化・連携促進

まちの
将来像

●公有地を活⽤
したハード 再⽣
の試⾏・実践

●公有地を活⽤
したハード 再⽣
の試⾏・実践

将来的なステップ
●地域主体のハード
再⽣ビジョンづくり

将来的なステップ
●地域主体のハード
再⽣ビジョンづくり

将来的なステップ
●所有者による⼤規模
改修・減築・建替え

将来的なステップ
●所有者による⼤規模
改修・減築・建替え

取組を「地域と企業、⾏政等が連携するまちづくり」と位置付け、
まちの将来像と取組の⽅向性をまとめ関係者と共有しながら
連携を強化してきました。

SDGs未来都市の実現に向けた⼤規模団地再⽣事業
https://www.city.yokohama.lg.jp/asahi/kurashi/machizukuri_kankyo/machizukuri/danchi-2025.html
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地域コミュニティの維持・強化、⼈⼝減少・超⾼齢社会への挑戦を⽬的とし、
地域主体の団地再⽣が継続できる仕組みづくりを⽬指しています。



SDGｓ若葉台フロントとは

開発者・管理者・⾏政のチームが企業や⼤学等の提案を受け付ける
公⺠連携のための総合窓⼝です。
多様なパートナーシップによる新たなまちづくりを推進しています。

旭区
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これまでにかかわった事例

オンデマンドバス
実証実験

⼀般財団法⼈若葉台まちづくりセンターが
事業主体となり、ヨコハマSDGsデザインセンター
と連携し、MONET Technologies株式会社
の配⾞プラットフォームを活⽤し
有料サービス化を検討。

IoT宅配システ
ム実証実験

I･TOP横浜の⼀環で市と京セラが協働し、宅配ボックスをIoT化す
ることで⾮対⾯での受け取りを可能にする実証実験。
宅配ボックスメーカーの⽩⼭機⼯や佐川急便等が参画。

モビリティと連携
したまちづくり

横浜国⽴⼤学が参画し平成30年11⽉に協定締結。
コミュニティバスわかば号（若葉台まちづくりセンターが無料運⾏）や
路線バスの位置が分かるアプリの配信開始。

映画「ドンテンタ
ウン」の
ロケ地誘致

横浜フィルムコミッションと連携し撮影協⼒。
作品は⾳楽×映画の祭典
「ムージックラボ2019」準グランプリを受賞。
監督︓井上康平⽒、
⾳楽提供︓菅原慎⼀⽒（シャムキャッツ）

実証実験を計4回実施

映画のワンシーン
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2019年から実施されているオンデマンドバスの実証実験は、
ソフトバンク株式会社とトヨタ⾃動⾞株式会社が設⽴したテクノロジ
ー会社の技術を活⽤しています。彼らが最新技術を活⽤したまちづ
くりの先に⾒据えるのは全く新しいライフスタイルです。

取組の先に見据える未来都市
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フロントの事業戦略（アクションプラン）2020

SDGsの視点を取り⼊れ、多様な⼈や企業に選ばれ続ける未来志向のまち

コンシェルジュ機能、拠点機能、情報発信など
戦略2【プロジェクトの持続化】 住⺠や企業など事業参加者のメリットの明確化
戦略3【フロントの機能強化】

＜地域だけでは解決できない５つのテーマ＞
商店街
の活性化

⼦育て世帯
の流⼊促進

ヒト・モノ・
サービスの移動

多世代の
⾒守り 魅⼒の発信

全てに
環境
の視点を

地域移動プロジェクト

住宅流通プロジェクト

⽣活⽀援プロジェクト

戦略１【プロジェクトの強化】 プロジェクトに更なる企業・団体が参加

＜３つのプロジェクト＞
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４ 買取再販事業を活用した子育て世帯の流入促進

テーマ ①⼦育て、②おうち時間の充実、③新しい働き⽅、④その他

提案の
視点

想定す
る住ま
いの
ﾀｰｹﾞｯﾄ

このまちだからこそ実現できる「都⼼の新築マンションでは⼿に⼊らない住環
境」や「住まいだけでなく⼦どもの教育や⾃⾝の趣味などバランスの良い投資に
より実現するライフスタイル」

・全国でも珍しいまちぐるみで⼦育てをする「こども宣⾔」を⾏い、⽂化やスポー
ツの活動や施設が豊富、緑豊かで安全なまちで、⼦育てを楽しみたい⽅
・季節ごとのイベントが充実し、⺟親ライングループやおやじの会等のコミュニ
ティ活動が盛んなまちで、⾃分に合った繋がりを求めたい⽅
・住⺠主導でまちづくりを進め新たな取組を受け⼊れるオープンマインドなまちで、
⾃⾝のスキルを活かし活動のチャンスを得たい⽅
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提案方法について
13

買取再販事業者の提案募集
応募者
の要件

・買取再販事業者で、⼦育て世帯を優先に商品をPRする意思があること
・区役所が⾏うアンケートなどに協⼒し、情報共有する意思があること

提出
資料

①提案概要（法⼈概要、200⽂字以内の提案概要）
②提案内容（リノベーションの企画書）
③買取の条件（間取り、⾦額等）
④Web公開⽤の載するイメージ写真とキャプション

参考
資料

①募集の詳細（PDF︓936KB）
②⼦育て世帯にとってのまちの魅⼒（PDF︓2,473KB）
関連ページ（横浜市テーマ型共創フロント）
関連ページ（公⺠連携に関するSDGｓ若葉台フロント）
関連ページ（若葉台団地の特徴）

その他の提案募集
・買取再販事業者や住宅の売主、買主等を⽀援するようなご提案など、
その他の事項についても募集します。

・ホームページや資料の記載内容に対しても変更のご提案を募集します。



これまでに受けたご提案

買取再販事業を活⽤した⼦育て世
帯の流⼊促進 協⼒事業者の募集
https://www.city.yokohama.l
g.jp/asahi/kurashi/machizuku
ri_kankyo/machizukuri/w-
danchisaiseijigyo.html
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